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　第３次南アルプス市行政改革実施計画取り組み結果（平成３０年度）

計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

１　財政の健全化

●歳出の見直しと歳入の確保により収支均衡と将来負担の軽減が図られる財政基盤の確立

1

有利な市債の有効
活用による将来負
担の軽減（健全化
判断比率の抑制）

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

行政評価による事務事業の取捨選
択を行なうとともに、交付税算入
率の高い、有利な地方債を模索し
ながら、普通建設事業費の圧縮。
施設統廃合による物件費の圧縮等
による基金取り崩しの抑制を図
る。

第6期
財政計画

・健全化判断比率を次のとおりと
する。
　
　実質公債費比率　6.5％以下
　将来負担比率　　31.8％以下

※実質公債費比率：一般会計等が
負担する市債の元利償還金及びそ
れに準ずる償還金の標準財政規模
を基本とした額に対する割合
※将来負担比率：一般会計等が将
来負担すべき実質的な負債の標準
財政規模を基本とした額に対する
割合

・計画的な市債発行、償還。これ
に見合った普通建設事業の推進。
施設統廃合による物件費の抑制。
・健全化判断比率の推移に留意し
た財政運営を図る。
[達成目安]
財政計画値
・実質公債費比率 　4.9％
・将来負担比率　  10.8％

・実質公債費比率 　4.4％

・将来負担比率　 ▲9.9％

合併特例債発行期限を見据えた公
共施設の集中整備により、地方債
残高は増加しているが、繰上償還
や基金積立を行い計画値以内に収
めることができた。

Ａ

・引続き目標を達成できるよう、
地方債残高の減少に努めるととも
に、適切な基金管理を行う。
・合併特例債に替わる起債を研究
していく。

2 基金の確保と活用

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

・基金を一定額確保しつつ、必要
な事業等の財源として適切な活用
を図る。

第6期
財政計画

・年度末財政調整基金等残高
　96億円以上の確保
（第6期財政計画値　96.4億円）

・基金については、取り崩しを行
わず、平成30年度末基金残高を106
億円以上確保する。

[参考]
第6期財政計画値
・財政調整基金残高41億円
・減債基金残高25億円
・公共施設整備等事業基金
　　　　　　　40億円

・財政調整基金残高  40.7億円
・減債基金残高  27.6億円
・公共施設整備等事業基金残高
　　　　　　　　　　 40.1億円

減債基金に1.4億円積立て、平成30
年度末基金残高108億円を確保でき
た。

Ａ
将来に備えた基金積立について
は、市債の繰上償還と併せ、今後
もできる限り実施していく。

3
補助金・交付金の
見直し

【取組主管課】
●政策推進課
・財政課
【関係課等】
・全ての課等

・南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準に基づいて、必要性や妥当性、
補助率や終期等を検証し、適正な
金額への見直しや整理・統合を図
る。

南アルプ
ス市補助
金等交付
規則

南アルプ
ス市補助
金等交付
基準

・南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準の一定の基準の下、すべての補
助金等について見直しが行われて
いる状態

・既設の補助事業等が、南アルプ
ス市補助金等交付規則、南アルプ
ス市補助金等交付基準に基づき、
適正に執行されているかを検証す
る。
・新設する補助事業等について
は、南アルプス市補助金等交付規
則、南アルプス市補助金等交付基
準に基づく運用が成されるかを審
査する。

補助金交付要綱に等に基づき、補助
対象者、対象経費、金額等を確認し
ている。

事務事業マネジメントヒアリング
を実施し、事業の必要性、公平
性、有効性などについて検討を行
い、評価することができた。

Ｂ

事務事業の見直しや廃止について
は、所管課による改善とともに、
再度内容や実施要綱等を精査し見
直していく必要がある。

4
経費の節減・合理
化の徹底

【取組主管課】
●政策推進課
・財政課
【関係課等】
・全ての課等

・職員のコスト意識を高めるとと
もに、より効率的・効果的な方法
となるよう、執行管理手法を見直
し、経費の節減、合理化の徹底を
図る。

第6期
財政計画

・第6期財政計画に沿って、消耗品
費や庁舎の光熱水費等、物件費等
の節減が図られている状態

・経費節減等に対する目標達成に
向けた執行管理を全庁的に行な
う。

［参考］
第6期財政計画値
・物件費、維持補修費
　50億7千7百万円

予算査定時には、単価確認や積算根
拠などについて確認している。

経常的な経費なので、見直しが難
しい。

・物件費、維持補修費
　55億7千万円

Ｂ

維持管理経費や臨時職員賃金など
の経常的な経費については、担当
課での削減に限界があるため、公
共施設再配置による施設総量の削
減や人事部門が主となる組織の見
直し等に取り組んで行く必要があ
る。

5
市の規模に見合っ
た安定的な予算規
模の構築

【取組主管課】
・財政課

【関係課等】

・歳入規模に見合った歳出規模へ
の見直しを進め、財政計画に基づ
く予算規模への計画的な縮小を図
る。

第6期
財政計画

・第6期財政計画における一般会計
の歳入決算規模が291億円のため、
一般会計の最終予算規模を291億円
とする

・第6期財政計画に基づき、歳入規
模に見合った歳出予算を編成す
る。
[達成目安]
一般会計の歳入決算規模 337億円

一般会計の歳入決算341億円
市税、地方交付税の増により、計
画値を上回った。

Ａ
今後は歳入の減少が見込まれるた
め、歳出の削減を図るとともに、
歳入を増やす施策が求められる。

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標

①歳出構
造の見直
し

見直し、改善事項
（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

【取組達成度】

Ａ：目標を達成

Ｂ：目標はほぼ達成しているが取組に課題または改善の余地あり

→（次年度へ作業を残したもの）

Ｃ：目標は未達成で取組に課題または改善の余地あり

→（新たに課題が発生するなど計画どおり進んでいないもの）

Ｄ：目標は未達成で取組困難なもの
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
市税等の徴収率の
向上に向けた取り
組みの推進

【取組主管課】
●税務課
・納税課

【関係課等】
・国保年金課

・庁舎増改築により執務環境が整
備され、徴収体制の見直し、徴収
体制の強化等に取り組み、徴収率
の向上を図る。
・山梨県滞納整理推進機構の支援
事業活用による徴収強化に取り組
む

※徴収体制の見直しに伴い、滞納
繰越額の徴収率の減少が予測され
る

-

自主財源の確保を達成目標とする
徴収体制の見直し、改善を図る
目標の指標は現年＋過年の徴収率
の向上を目指す

市税
現年分徴収率　98.5％
滞繰分徴収率　22.0％
市税合計　95.0％

国保税
現年分徴収率　95.0％
滞繰分徴収率　23.0％
国保税合計　77.0％

・滞納処分及び納税相談の実施
・口座振替等の推進
・徴収員業務内容含め、事務分掌
の見直し

市税
現年分徴収率　98.4％
滞繰分徴収率　23.9％
市税合計　93.3％

国保税
現年分徴収率　93.0％
滞繰分徴収率　24.5％
国保税合計　76.5％

　現年度＋過年度の徴収率の向上を
目指した。
市税
現年分徴収率　98.8％
滞繰分徴収率　25.7％
市税合計　95.2％
国保税
現年分徴収率　94.6％
滞繰分徴収率　29.3％
国保税合計　81.6％

滞納処分及び納税相談、口座振替
等の推進を図り徴収率の向上を目
指した結果、市税は1.9ポイント、
国保税は5.1ポイント目標より増と
することが出来た。

Ａ

市税の徴収率向上に向け、現状の
課題等を整理し、適切な徴収業務
を行うため、現年徴収を含め執行
停止及び滞納処分を講じる必要が
ある。
国保税については、資格証明書の
交付等法令に基づく厳正な措置の
実施が必要である。

2
未利用財産の売
却・貸付の促進

【取組主管課】
・管財課

【関係課等】

普通財産や行政財産の内、未利用
部分が確認された財産について
は、有効活用を検討し、処分（売
却・貸付）を促進する。

売却可能
リスト等
の抽出

・計画期間内に未利用財産の処分
（売却・貸付）目標額の５年間の
総額を次のとおりとする。
　
「普通財産」
目標額 65,000千円
・売却額 25,000千円
・貸付額 40,000千円

・整理分析状況に基づき未利用財
産の処分（売却・貸付）を進め
る。
[達成目安]
目標額 15,000千円
売却額  5,000千円
貸付額 10,000千円

・普通財産売却額　　2,979千円
・法定外公共物払下  4,906千円
　　　　　　合計　  7,885千円
・使用料・賃借料　 11,861千円

・一般競争入札や公募型選考の流
れを確立し、実施することができ
た。また、公募型により売却する
ことができた。
・売却額、貸付額は目標額を達成
することが出来た
※一般競争による公売を実施した
が、不調に終わった。

Ａ

未利用となっている普通財産及び
不調となった物件については、周
知不足もあったため、引き続き一
般競争入札方式を導入し、公平で
適切に処分を行う。

3
その他の自主財源
の確保

【取組主管課】
●政策推進課
・秘書課
・環境課
・都市計画課

【関係課等】

・職員が財源獲得の意識を持ち、
広告事業の推進、ふるさと納税の
促進、その他財源の確保等の取組
を推進する。

-

・自主財源収入額を次のとおりと
する。
ふるさと納税　200,000千円以上
ネーミングライツ　5,000千円以上
有料広告収入　600千円以上

・広報や市ホームページ、市名入
り各種封筒に有料広告を掲載す
る。・全庁を挙げて、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の検討を
進める。
[達成目安]
ふるさと納税　200,000千円以上
ネーミングライツ　4,500千円以上
有料広告収入 600千円以上

ふるさと納税‐（返礼品・送料）
　745,961千円 －（190,796千円）
＝555,165千円
ネーミングライツ　4,000千円
ホームページ広告　　382千円
コミュニティバス車体広告
　　　　　　　　　　600千円

・ふるさと納税の寄附金増収を目
指し、新たな受付ポータルサイト
を導入したことで、寄附金額・件
数とも増加した。
・ＨＰバナー広告は、ニーズが高
まらない。
・ゴミ袋への有料広告掲載につい
ては、募集を行ってきたが応募が
なかった。

Ｂ

・ネーミングライツについては新
規施設を検討していく。
・ＨＰのバナー広告およびゴミ袋
の広告収入については、収入を上
げるため取り組んだが、これ以上
の成果が望めない。
・新たな財源確保を検討する必要
がある。

②歳入確
保の取組
推進

2



計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
上水道事業の健全
経営の維持

【取組主管課】
・企業局総務課

【関係課等】

・将来にわたって安定的に事業を
継続するために、経営戦略、実施
計画を策定し、この計画を推進す
ることにより、健全な経営を維持
する。

南アルプ
ス市水道
事業経営
戦略・実
施計画

・南アルプス市水道事業経営戦
略・実施計画（計画期間：平成２
９年度～令和８年度）の取組推進
により、健全経営が維持された状
態

・南アルプス市水道事業経営戦
略・実施計画に基づき、各項目の
進捗管理を行い、各項目の業務指
標を公表する。

経営戦略で計画する23事業中14事業
を完了。

9事業未実施の理由
・緊急修繕により不測の日数・費
用が発生したため（3事業）
・補助金の運用が令和元年度以降
になるため（2事業）
・老朽管路変更計画に併せて布設
工事を実施するため（2事業）
・河川区内行為及び砂防指定行為
等の申請が必要となったため（2事
業）

Ｂ

9事業については、単年度に集中し
ないように事務量の平準化を図り
ながら、計画を見直し実施する。
　前期（平成29～令和3年度）の評
価と、後期（令和4～令和8年度）
に向けて協議・確認の上、計画に
沿い完了を目指す。

2
下水道事業の健全
経営に向けた取り
組みの推進

【取組主管課】
・企業局下水道
課

【関係課等】

・国の「公営企業の経営に当たっ
ての留意事項について」
（H26.8.29付け通知）を踏まえ、
平成31年度からの公営企業会計へ
の移行を目指す。
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、効率的かつ有効的な整備促進
を図っていく。

・南アル
プス市汚
水処理施
設整備基
本構想
（下水道
アクショ
ンプラ
ン）
・南アル
プス市公
共下水道
全体計
画・事業
認可計画

・公営企業会計での適正な運用
・汚水処理施設整備基本構想に基
づいた整備促進
・生活排水クリーン処理率
　　　　　　　　　78.1％

[公営企業会計への移行]
・システム稼動、修正
・条例、規則等の制定
・下水道使用料見直しの検討
[未普及地域の整備促進]
・ストックマネジメントを含めた
南アルプス市公共下水道全体計
画・事業認可計画の見直し
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、整備区域の拡大を図る

［公営企業会計への移行］
・～H29固定資産の調査・評価済み
・条例、規定等の改定
・会計ｼｽﾃﾑの試験運用から稼動
・打切り決算
・機構改革により企業局に編入
［未普及地域の整備促進〕
・全体計画、事業計画の見直案の策
定が完了している。令和元年中に国
へ認可申請を行う予定である。
・Ｈ30年度末生活排水クリーン
　処理率　72.9％
・下水道施設の整備
　計画整備面積A=54.01ha
　計画整備面積累計A=1415.01ha

「公営企業会計への移行］
・機構改革と平行しての作業で
あったため、条例、規定等の改定
に調整が必要となった。
・年度目標は達成できた。
［普及地域の整備促進］
・汚水処理施設整備構想に基づ
き、整備区域の拡大を図った。
・下水道施設の整備
　実績整備面積A=33.9ha
　実績整備面積累計A=1305.3ha

Ｂ

［公営企業会計への移行］
・公営企業会計への移行は無事完
了した。今後、運営の課題を抽出
し、修正・改善等を行い適正に取
り組む。

〔未普及地域の整備促進〕
汚水処理施設整備基本構想から遅
れを生じているため、未普及解消
の早期実現に向けた事業実施・人
員増強を調整する。

3
特別会計の効率的
な運営（国民健康
保険特別会計）

【取組主管課】
・国保年金課

【関係課等】

国の社会保障制度改革のひとつと
して、持続可能な医療保険制度の
構築を目指し、国保制度改革が施
行されることになった。平成30年
度からの都道府県化に向けて市と
して必要な準備、取り組みを進め
ていく。

山梨県国
民健康保
険運営方
針

安定的な財政運営と効率的な事業
の実施

徴収体制の見直し

現年保険税収納率：９５％

都道府県化施行

安定的な財政運営と効率的な事業
の実施

保険者努力支援制度の対象となる
特定健診、特定保健指導、重症化
予防、ジェネリック医薬品の使用
促進などを推進していく

現年収納率：９３％

・保険税率の据置を決定
・都道府県化に伴う新たな仕組みに
よる財政運営を実施
・特定健診の受診勧奨、特定保健指
導の勧奨、重症化予防事業の実施
・ジェネリック差額通知の送付
・現年収納率：94.6%

・都道府県化に伴い、納付金の算
定・納付、保険給付費等交付金の
交付申請等を適正に行うことがで
きた。
・特定健診、特定保健指導の受診
率、実施率向上を達成できた。
・ジェネリック差額通知により
ジェネリック医薬品使用割合の上
昇につながった。
・納税相談、口座振替の推進等に
より、現年収納率94.6%を達成し
た。

Ａ

・翌年度納付金額の算定状況を注
視しながら、国保税率の見直しを
検討していく。

・現年度収納率向上のため、納税
課との連携を強化し、口座振替の
推進等収納対策強化が必要。

3
特別会計の効率的
な運営（介護保険
特別会計）

【取組主管課】
・介護福祉課

【関係課等】

・事業計画等を策定し、将来的な
見通しを持った上で、将来負担の
軽減につながる予防関連事業等の
取組や給付適正化の取組を強化
し、健全経営を推進することによ
り、特別会計への繰出金の抑制を
図る。

・介護保
険事業計
画
・高齢者
保健福祉
計画

・介護予防「百歳体操」の普及
（高齢者600人程度）
・ケアプランチェックの全件実施
を行なう。

・予防関連事業の「百歳体操」の
普及
　（高齢者400人程度）
・新規のケアプランチェックを実
施する。
・縦覧点検による給付適正化を図
る。

・百歳体操は、これまでの取組を継
続するとともに初期支援としてパイ
プイス、DVDプレイヤー等を貸出し
できるよう体制を整えた。
・前年と同様に市内・市外の居宅支
援事業所から新規・区変のプランを
提出いただき、点検を行った。
プラン件数587（予防含む）
・縦覧点検は1回/月実施。事業所に
対し短期入所長期利用の届出徹底や
給付算定の照会を実施した。
照会数は8件/年

・百歳体操の拠点が43グループと
なり、600人以上の市民参加を得
て、取り組んだ結果、筋力の向上
に効果があり、介護予防に繋がっ
た。
・各居宅事業所の状況の把握がで
きたことにより、実地指導や集団
指導において適切な指導ができ
た。また、直接指導を行った方が
良いと判断したプランに関しては
個別にケアマネに指導を行ったこ
とにより適正な給付に繋がった。
・介護報酬の過誤請求や短期入所
の制度徹底に繋がり、給付の適正
化が図られた。

Ａ

・百歳体操は、グループ支援のた
めサポーター研修会を開催する。
・今後は効率的に点検できるよう
国保連の適正化システムを用いて
本人の状態とサービス内容に整合
性のないプランを特定し、確認す
る方法に転換を検討する。
・医療情報との突合を開始し、さ
らなる給付の適正化を図る。

3
特別会計の効率的
な運営（下水道事
業特別会計）

【取組主管課】
・下水道課

【関係課等】

・公営企業会計適用後、適正な下
水道使用料への改定を行なうとと
もに、収納率の向上に取り組み、
特別会計への繰出金の抑制に努め
る。
現年分徴収率　97.7％
滞繰分徴収率　24.2％

・公営企業会計が適用され、適正
な使用料へ改定されている。
・滞納整理の強化により徴収率の
向上が図れている。
現年分徴収率　98.5％
滞繰分徴収率　25.0％

・公営企業会計移行期間
・収納率向上のため企業局と連携
し、口座振替の推進や積極的な滞
納整理の実施
・下水道使用料見直しの検討
現年分徴収率　98.2％
滞繰分徴収率　24.7％

・公営企業会計移行準備（固定資産
調査・評価等、条例等の改定、会計
システムの運用開始、打切り決算）
・使用料のコンビニ収納　H31.2運
用開始
・下水道使用料収納状況
現年分徴収率　90.8％
滞繰分徴収率　25.3％

・公営企業会計移行業務について
は、年度目標を達成している。
・滞納整理は計画通りの結果が伴
わなかったが、コンビニ収納で22
件の実績があった。
・公営企業会計移行に伴う打切り
決算で、年度末の使用料の一部が
新年度へ算入となるため徴収率が
低くなった。

Ｂ

・年2回の滞納整理や催告書発送、
上水道の停水予告に合わせた滞納
者訪問のほか、分納誓約者の納付
状況を確認し、より良い納付方法
を再検討する。
・打切り決算については、本年度
のみとなるため、来年度からは、
徴収率は上昇する見込である。

3

特別会計の効率的
な運営（山梨県北
岳山荘管理事業特
別会計）

【取組主管課】
・観光商工課

【関係課等】

・北岳山荘の所有権者である山梨
県と管理協定や管理運営方法の見
直し等、県への返還も含め協議を
始めており、市の負担がこれ以上
増大するようであれば近い将来返
還をしなければならない。

－
施設の方向性について決定を行っ
ている。

山梨県の担当窓口である観光部観
光資源課と協議。

平成30年4月24日（火）
第1回目協議
県:櫻本県議
　 観光資源課長他3人
市:課長,リーダー,担当

平成30年12月26日（水）
第2回目協議
県:観光資源課長他3人
市:課長,リーダー,担当

・管理協定の見直しについては、
それぞれ知事選、市長選を控えて
おり、その結果を踏まえて協議し
ていく必要があるため、継続協議
となった。
・浄化槽の改修・施設の適法化の
ための大規模改修等には、県とし
ても取り組まなければならないと
の認識から現場視察し、令和元年
から4年度にかけて改修事業を実施
することになった。

Ａ なし

③公営企
業等の健
全経営
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

２　行政経営システムの見直し

●経営資源の適正配分により公共サービスを最適化する行政経営システムの見直し

1
優先的事業の重点
化

【取組主管課】
●政策推進課
・財政課

【関係課等】
・全ての課等

・第2次総合計画に位置付けられ
た政策・施策及び重点戦略の推進
に必要な事業の選定や関連付け、
優先順位付け、見直しなどの方針
を定めるため、施策優先度評価会
議を実施する。

第2次総
合計画

・第2次総合計画に基づく事業の見
直し、組み換えが行われ、社会経
済情勢等の変化をとらえた政策・
施策が効果的に展開されている状
態

・第2次総合計画の進捗管理を行な
う
・施策優先度評価会議の実施によ
り、第2次総合計画に位置付けた政
策・施策及び重点戦略の推進に必
要な事業の関連付け、優先順位付
け、見直し、組み換えなどの方針
を定め、予算編成に反映する。

・第2次総合計画の進捗管理を行っ
た。
・施策優先度評価会議の結果を参考
に、査定方式により予算編成を実施
した。
・第2次総合計画の23本の施策及び
施策目標（指標）、施策重点事業に
ついて見直しに取り組んだ。

予算要求方式の検討と事務事業評
価の研修により職員の意識向上が
図れた。このことにより、行政評
価システムの精度がわずかではあ
るが向上した。

Ｂ

総合計画に基づく予算編成につい
て、行政評価の精度を更に高める
必要がある。
次年度は、行政評価の結果を反映
させた施策別枠配分方式を導入
し、これまで以上に責任をもって
取り組むようにする。

2
徹底した事務事業
の見直し

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・全ての課等

・事務事業評価により事業の「改
善・廃止」の適切な進捗管理を行
い限られた経営資源を最適配分す
る。

第３次行
政改革大
綱・実施
計画

・事務事業評価の実施及び適切な
進捗管理により、限られた経営資
源が最適配分され、市民が真に必
要とするサービスが提供されてい
る状態

・事務事業評価により事業の「改
善・廃止」の進捗管理を行い、毎
年度の予算要求において、評価結
果と連動した予算編成を行なう。

事務事業評価の結果、Ｈ30年度の事
務事業数は1,080事業あり、今後の
方針案として現状維持が861事業、
改善・廃止等が219事業となった。

H31の予算要求は、H29年度の事務
事業評価を反映させたものであ
り、1年間のブランクが生じる結果
となった。

Ｂ
前年度の事務事業評価を、翌年度
の予算執行時に反映させられるよ
う検討する。

3
各種整備計画の策
定と運用

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・整備計画を有
する所管課

・事業の優先順位を定めた整備計
画を策定し、財政状況に応じて優
先度の高い事業から効果的かつ計
画的な事業実施を図る。

各種整
備・整備
計画、長
寿命化計
画

・分野ごとに整備計画が策定さ
れ、優先度の高い事業から実施さ
れている状態

・個別計画の策定状況について調
査
・必要に応じて計画の策定勧奨

公共施設について長寿命化計画等の
状況調査を行った。

計画どおり進捗している。 Ｂ
保育施設・スポーツ施設等個別の
計画策定を支援していく。

4
部局ごとの目標管
理の実施

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・全ての課等

・計画的な施策や事業等の推進の
ため、各部局や課等において予算
編成に合わせ取組目標を設定し、
進捗管理を実施する。

-

・部局や課等の目標が設定され進
捗管理が行われている状態（ＰＤ
ＣＡサイクルに基づく取組が定着
している状態

・部局や課等の目標を設定する
（役割・使命・経営方針、事業の
目標など）。
・部局や課等の目標及び市長公約
を進捗管理する。（目標達成度、
成果等）

・市長公約、重点目標の市長ヒアリ
ングを実施。
・期首・・4月下旬
・期中（管理）11月上旬
・期末・・3月下旬
・ヒアリングの実施により、市長公
約、重点目標の具体的な取組内容、
進捗状況を把握することが出来た。

・期中管理では、進捗状況や取組み
状況などについて取りまとめ、市長
へ報告を行った。市長からの個別指
示事項は担当課へ伝達し、全体に関
わるものに対してはインフォメー
ションにより周知を行った。

・期首ヒアリングを4月下旬に実施
したことで、年度早期に各部局の
目標、取組内容を共有することが
出来た。

Ａ

期中管理で進捗状況に遅れがでて
いるものに関しては、伝達、イン
フォメーションだけでなく、その
後の対応策について把握し、必要
に応じては指導等も行う。

①マネジ
メントシ
ステムの
強化
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
民間への業務委託
等の推進

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・全ての課等

・国の公共サービス改革基本方針
や全国の自治体の民間委託等の導
入実績また、施設の民間譲渡によ
る民営化等の検証を行い、民間へ
の業務委託等の検討・推進を図
る。

第３次行
政改革大
綱・実施
計画

・民間委託等の効果が認められる
業務について、委託等が推進され
ている状態

・国の公共サービス改革基本方針
や全国的な自治体の民間委託導入
実績を踏まえ、当市の現状に沿っ
た業務委託を検討する。

国が抽出した主要17項目の民間委託
の実施状況調査を実施した。
（本庁舎清掃、夜間警備、総合案
内、電話交換、公用車運転、し尿収
集、ごみ収集、学校給食調理、学校
給食運搬、学校用務員事務、水道
メーター検診、道路維持補修、ホー
ムヘルパー、在宅配食サービス、情
報システム、ホームページ、調査集
計）

17項目の事務のうち学校給食調理
事務が直営となっているので、業
務委託について今後検討してい
く。
また、各担当において、業務委託
可能な業務を検討している。

Ｂ
当市の現状に沿った業務委託を検
討する必要がある。

2
指定管理者制度の
導入と適正な運用

取組主管課等】
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・指定管理者制度の導入効果や運
用方法等の検証を行なう。
・効果が見込まれる施設への制度
の導入、及び既に導入済みの施設
で効果が見込めない施設の直営管
理への切替（継続を見込む施設に
限る）を進める。

南アルプ
ス市指定
管理者制
度の適用
に関する
基本方針

・真に制度の導入効果が得られる
施設について導入が進み、適切に
運用されている状態

・南アルプス市指定管理者制度の
適用に関する基本方針に基づき、
指定管理施設の更新又は見直し、
及び新規導入を進める。
・指定管理者制度を導入した施設
については、モニタリングの実施
により管理運営状況を的確に把握
するほか、制度の適切な運用を行
なう。

・指定管理施設の更新数
協定数（公募2/非公募11）
施設数（公募8/非公募26）

・指定管理更新施設については滞り
なく更新を行ったが、複数者からの
応募がなかった。

・モニタリング制度についてより理
解を深めるため、担当者会で制度趣
旨、運用方法の説明を行い、制度の
適正化を行った。

・ガイドラインを作成し運用を開始
した。

・計画通り更新できた。

・モニタリング制度の運用につい
て計画どおり行った。

Ｂ

・公募については複数者から応募
があるように引き続き検討を行
う。

・モニタリングについても精度の
向上を目指す。

・指定管理者制度を導入した施設
について、その効果を検証する必
要がある。

1
計画的な再配置の
実施

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・公の施設について、公共施設等
総合管理計画、公共施設再配置ア
クションプランに基づき施設の目
的と機能、利用実態、地域バラン
ス等を勘案し、適正配置に向けた
取組の推進を図る。

公共施設
等総合管
理計画
公共施設
再配置ア
クション
プラン

・公の施設の総量を抑制した上
で、適正配置されている状態

公共施設等総合管理計画、公共施
設再配置アクションプランに基づ
き、再配置の取組を進める。

芦安高齢者コミュニティセンターの
調理場機能を、芦安学校給食共同調
理場に移し、生涯学習施設として利
用できる再配置を行った。

ほぼ計画どおり実施した。 Ｂ
解体・整備等未実施の事業につい
て引き続き推進するとともに、来
年度以降の計画の検討を行う。

2
計画的な除去の実
施

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・用途廃止する施設について、安
全管理面や費用対効果を検証しな
がら計画的な除却を図る。

公共施設
等総合管
理計画

・公共施設等総合管理計画に記載
している施設の情報が適宜更新さ
れ、計画的な除却が行われている
状態

・公共施設等総合管理計画を適宜
更新するとともに、老朽化による
危険度や財源確保の可能性を検証
しながら、計画的な除却を実施す
る。

・八田支所庁舎・旧白根中央公民
館・白根桃源図書館・道路整備課分
室・芦安支所庁舎・芦安高齢者コ
ミュニティセンター・文化財調査事
務所・甲西防災倉庫（文化財調査事
務所敷地内）の解体を行った。
・きのこセンター、みどりの郷くつ
さわ（一部）の売却、さくらの里市
民プール解体事業が未実施となっ
た。

公共施設等総合管理計画に計画さ
れた施設の除去が、ほぼ計画どお
り進めることができた。

Ｂ
新規建設する施設もあるので目標
以上に削減する必要がある。

3
計画的な保全・長
寿命化の推進

【取組主管課】
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・施設の維持管理や更新費用の軽
減・平準化を図るため、公共施設
等総合管理計画を策定し、計画的
な保全・長寿命化を推進する。

公共施設
等総合管
理計画

・公共施設等総合管理計画に基づ
く適正な施設管理が行われている
状態

・公共施設等総合管理計画に基づ
く取組を進める。
[具体的な取組]
・長寿命化…個別計画の整備・更
新を行う。
・保守・点検…マニュアル策定を
進める。

・保守点検マニュアルの策定につい
て検討を行った。
・長寿命化計画については各施設の
担当課に関係省庁から直接計画作成
依頼が届いているため、内容等把握
を行った。

・長寿命化計画の策定状況は把握
できた。
・策定済　都市公園、市営住宅、
道路舗装、橋梁、上水道
・策定中　学校施設、学校以外の
教育施設
・未策定　産業系施設、子育て支
援施設、保健・福祉系施設、行政
系施設、消防系施設、農道、林
道、河川、下水道、簡易水道、農
業集落排水

Ｃ

・保守点検マニュアルの策定につ
いて検討を行う。
・個別の長寿命化計画が未策定の
施設については策定支援を行う。
・策定した計画に基づく長寿命化
事業について、随時進捗の確認を
行う。

4
借地の解消、借地
料の見直し

【取組主管課】
・管財課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・市が借り受けている土地につい
て、今後の使用状況等を検討した
上で、借地契約の解消（返還・買
収）や借地料の見直しを図る。

-

・借地契約が必要な土地につい
て、地権者との合意により、可能
な限り、適正な借地料となってい
る状態を目指す。

・管理している借地の状況につい
て個別に調査・分析を行い適正処
理を進めていく。

桃源美術館前(旧野呂川水道企業団
跡地）の賃借料については、支払い
をしていたが廃止とした。市役所周
辺の借地については必要度も高く、
購入も検討したが、売却意向がない
ため継続することとなった。

賃借箇所を１か所削減することが
できた。

Ａ
白根支所周辺の駐車場整備終了
後、利用状況を検証し検討する。

②民間活
力の活用

③公共施
設の見直

し
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

1
分かりやすい市政
情報の発信

【取組主管課】
・秘書課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・ホームページ等の情報の最新化
や最適化を通じて、分かりやすい
市政情報の的確かつ迅速な発信を
図る。

-

・最新かつ正確な市政情報が、小
中学生から高齢者まで幅広い世代
に分かりやすく伝わる内容で発信
され、その情報を容易に入手でき
る状態

新公式ホームページ開設
ＨＰのリニューアルし担当課で迅速
に更新が出来るように職員研修を実
施した。

多言語対応と、スマートフォン用
画面の対応でき、担当課による更
新も改善出来ている。

Ａ

今後も各課ＨＰ担当者を中心に操
作研修を実施し、適切で迅速な情
報発信が出来るように努めてい
く。

2
広聴広報活動の推
進

【取組主管課】
●秘書課
・政策推進課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・市民座談会、各種アンケート等
のほか、各種審議会等を通して、
市民の意見等を聴く機会の確保と
市政運営への反映を図る。

-

・広聴活動に積極的に取り組み、
真の市民ニーズを的確に捕捉し、
その結果が市政に反映されている
状態

・市民と市長との対話集会「市民
座談会」を今後も開催する。
・各種アンケートの実施。
・市長への手紙を引き続き設置す
る。
・パブリックコメントの実施。
・各種審議会等の委員の公募を引
き続き実施する

・市民アンケート調査
１回目（18歳以上の男女1,500人を
対象）を実施し、結果を事務事業評
価に活用した。
２回目（18歳以上の男女2,000人を
対象）を実施し、結果を総合計画後
期基本計画策定や事務事業評価に活
用した。
・座談会は5回実施し、108名が参加
・パブリックコメント0件
・市長への手紙　98件、ＨＰ意見要
望苦情73件

・市民アンケートでは、市民の市
政に対する(不)満足度や直接的な
意見を知ることができた。
・市長への手紙やＨＰからのメー
ルでは、市民や市外からの意見や
要望等を聞き業務を見直すきっか
けとなった。
・座談会は、各団体等への呼びか
けによって、昨年より実施回数や
参加者が増えた。市長と直接対話
することで、地域での困りごとな
どを把握することができた。

Ｂ

・アンケートは、実施内容や時期
を見直し、より多くの市民が回答
しやすくなるように工夫する。
・座談会は、地域や団体主体での
開催を基本に実施していく。

3
市民ニーズ等に対
応した相談窓口の
充実

【取組主管課】
●政策推進課
・市民活動支援
課
・福祉総合相談
課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

・社会経済情勢や市民ニーズに対
応するため、引き続き一般相談窓
口や専門性の高い特定の相談窓口
を設置するとともに、相談環境の
整備や職員の専門性・接遇等の質
高め、相談窓口の充実を図る。

-
・市民ニーズに対応した相談窓口
が設置され、市民の満足度の維
持・向上が図られている状態

・新たな相談窓口の需要への対応
を検討する。

・庁舎増築に伴う相談窓口の環境
整備

[相談サービスの質の向上]・職員
研修や職場内研修（ＯＪＴ）を活
用し、専門性や接遇の質の高い
サービスを提供する。

・庁舎増築に伴い、消費生活セン
ター専用の相談ブースを確保し、啓
発活動や出前講座を実施した。
・従来の高齢者向けの講座に加え、
高齢者の見守り関係者や小学生を対
象とした講座を実施した。
・センター周知のため啓発品等を配
布した。
・センターの周知に取組み、講座等
の実施回数が増加した。
・高齢者見守りネットワーク構築の
ため、介護福祉課所管の認知症支援
ネットワーク会議に参加した。
・福祉総合相談定例会をスタートさ
せ、関係機関での情報共有を図って
いる。
・庁舎増築に伴い、相談室が増設さ
れ、プライバシーを確保した。
・自立相談支援従事者研修に参加
し、専門性を高めている。
・市民アンケートの「生活に困った
とき、市役所に相談窓口があること
を知っていますか」の結果40.4%

・専用の相談ブースを確保するこ
とにより、相談者のプライバシー
の確保等相談環境の向上が図られ
た。
・国、県民生活センター主催の研
修会に参加することで、スキルの
向上が図られた。
・定例会で、研修内容の共有と関
係機関との連携を強化することが
でき、新たなニーズへの対応と早
めの対応をとることができた。

Ｂ

・引き続き消費生活相談員の代替
相談員の確保を行う。
・高齢者の見守りネットワークの
更なる強化充実を図る。
・外国人や聴覚等の障害者の相談
対応を検討。
・消費生活センターの更なる周知
を進める。
・将来的な課題として、相談件数
が多くなった場合の人的体制につ
いて検討が必要となる。
・庁内連携を強化するため、横断
的な職員研修を実施し、福祉の課
題について理解を深め、総合相談
体制の充実を図る。

4
新たな市民参画の
手法

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】
・施設等を所管
す
る全ての課等

南アルプス市の現状にあった協働
の形を作っていく。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・第2次協働のまちづくり基本方針
で計画されている内容が履行され
ている状態。

・市民の意見を反映させ第2次協働
のまちづくり基本方針、第2次みん
なでまちづくり（協働）行動計画
に示した協働の実現向けて取り組
む。

・みんなでまちづくり推進会議にお
いて、協働について知ってもらうた
め「まちづくりブック」を作成し、
3月14日の協働フォーラムで配布し
た。また各窓口サービスセンター、
図書館等へ配布し、市民へ周知する
と共に市ＨＰへ掲載した。

・まちづくりブックの作成が当初
の予定より遅れたが、市民活動セ
ンターの支援について問い合わせ
等もあり、協働を広く知ってもら
うきっかけとなった。

Ｂ

・協働事業を周知・啓発するた
め、市民活動センターのイベント
や事業開催時に、まちづくりブッ
クを配布する。
・今後も協働のまちづくりのた
め、職員研修を実施していく。

④市民と
のコミュ
ニケー
ションの
充実
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

３　人材育成と時代に即応した組織の見直し

●職員の意識改革や資質向上に取り組み、職員の能力が最大限発揮される組織を目指す人材育成と時代に即応した組織の見直し

1 定員適正化の推進

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・第3次定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に取り組
む。
○定員適正化の方針
・事業の執行に必要な最小の人員
体制の構築
・最大の効果を発揮できる組織の
構築と人材の育成

定員適正
化計画

・第3次定員適正化計画に基づき、
平成32年度当初における職員数を
次のとおりとする。
　
　正規職員数　　615人

・第3次定員適正化計画に基づき、
計画的な定員適正化に取り組む。
[達成目安］
・第3次定員適正化計画に示した正
規職員数　　　　618人
　（平成30年4月1日現在正規職員
数）

・年度当初に退職者数を勘案した採
用計画を策定しており、それにより
採用試験を実施した。

職員採用計画により職員採用試験
を実施したが、予定外の退職者が
いた為、計画より３名減となって
しまった。

Ａ

・想定外の退職については把握す
るのが難しい所ではあるが、早期
退職、自己都合退職の申出期間に
周知を強化するなどして対応して
いく。

2 組織の見直し

【取組主管課】
●政策推進課
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・複雑・多様化する市民ニーズや
新たな行政需要に迅速かつ柔軟に
対応できる効率的な組織を構築す
るとともに、行政運営上の環境変
化などの課題に対応するため、適
時・適切に見直しを行なう。

ー
・市の政策・戦略と業務量に沿っ
た、効率的な組織が構築されてい
る状態

・行政運営上の環境変化などに対
応するため、適時・適切に組織の
見直しを行なう。

複雑･多様化する市民ニーズや新た
な行政需要に迅速かつ柔軟に対応で
きる効率的な組織を構築し、行政経
営上の環境の変化などの課題をとら
え適時に見直しを行うため、次の基
本方針により機構改革を実施した。

①重要施策の推進に適した組織
②組織のスリム化による効率的な行
政運営
③市民に分かりやすい利便性の高い
組織

・職員数の減、業務の多様化、事
務量の増加に対応し、より効率
的・効果的に業務を行うための見
直しができた。また、課の名称変
更を行うなど市民に分かりやすい
見直しができた。
・人事課もヒアリングに同席した
ことで、人事に必要な内容等につ
いて把握ができた。

Ｂ

今後も人事担当と協力して進める
ことが望ましい。
課の統廃合・業務の見直しに加
え、さらなる業務の改善が求めら
れる。

1
職員能力の開発促
進

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・職員の意識改革をはじめ、事務
処理能力、問題解決能力及び政策
形成能力等を強化する実践的な研
修等の実施ほか、自己啓発の促進
を図る。
・専門職をはじめとする専門性の
高い職員の育成を図るため、組織
における役割分担を明確にすると
ともに職場内研修（ＯＪＴ）の強
化を図る。

人材育成
方針

・職員の職階に応じた基礎的資
質・能力が向上した状態

・基礎・階層別研修を実施する。
・問題解決や政策形成能力などを
高める課題別研修を実施する。
・新規採用職員や若手職員の育成
体制を強化する。

・年度当初に研修計画を策定し、課
題解決に向けた研修会は、外部講師
を招き各階層の課題に沿った研修を
開催した。
・タイムマネジメント研修、指導の
受け方研修、議会答弁作成研修等課
題解決に資する研修を実施した。
・新採用職員、若手職員には、市職
員としての基本事項（総合計画、財
政収支見通し等）を学ぶ研修を実施
した。

・計画に沿って行うことができ
た。
・研修を通じ、時間の使い方や指
導の受け方を改めて認識させる研
修ができた。
・議会答弁作成研修については初
めての実施であったが、基本的事
項等を再認識させることができ
た。
・新任、若手職員に基本事項を学
ばせる事ができた。

Ｂ

・職員一人ひとりの研修に対する
意識をより向上させるための取り
組みが必要である。
・研修意図等を更に明確にするこ
とで、意識の向上を図る。

2
人事評価制度の適
正な運用

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・職員一人一人が自らの能力を高
めるとともに、組織全体の士気高
揚を図りつつ、効率的かつ効果的
な行政運営を行なうため、人事評
価制度を活用し人材育成に繋げつ
つ、能力や実績に基づく人事管理
を進める。

ー

・人事評価制度により、能力、勤
務姿勢や業績の評価及び任用・昇
給等への反映が適切に行われ、人
材育成や組織の士気高揚に活かさ
れた状態

・人事評価制度を本実施する。
・適正な運用を図るため、評価者
研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要に応じ
て制度の見直しを行なう。

・適性な評価を行うための評価実務
研修、新任評価者及び採用2年目職
員に対する目標設定、評価研修を実
施した。
（30年度はリーダー職全員）

・繰り返し評価者実務研修を実施
することで、評価が平準化してき
ている。

Ａ

・今後は、勤勉手当への反映の実
施後、現状の評価と変化がないか
検証していく必要がある。
・勤勉手当への反映については
しっかり制度設計を行う事が重要
である。

3
危機管理能力の向
上

【取組主管課】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

・高い倫理観と危機管理意識を
持って業務を遂行するため、研修
等を通じて法令遵守（コンプライ
アンス）を徹底するとともに、メ
ンタルヘルスや情報管理など様々
なリスクに対する管理能力の強化
を図る。

ー

・法令遵守をはじめ様々なリスク
に対するチェック体制の強化を図
り、職員の危機管理意識の向上が
図られている状態

・危機管理能力の強化に向け、各
階層別研修においてコンプライア
ンスをはじめとするリスクマネジ
メント研修を実施する。
・各職場においては、研修受講後
若しくは年度当初において、職場
内研修を実施し、情報及び知識・
認識を共有する取組を行なう。

・新任課長及び採用３年目職員に対
し、危機管理意識を向上させるた
め、外部講師を招き、公務員経験を
踏まえた研修を実施した。
・「コンプライアンスの徹底」や
「複数担当制による事務処理の促
進」について部局連絡会議等を通じ
行った。

・管理職として、危機管理意識を
再認識した事により、新任管理職
からリスクに関する相談・情報共
有の機会が増えた。

Ｂ

・組織全体に危機管理、法令順守
の浸透を図るため、各所属毎での
チェック体制の強化等を促してい
く。
・職場内の皆が見える場所に注意
喚起、意識強化の掲示物を設置
し、意識向上を促す。
・一部事務処理について、認識不
足があったことから、更にコンプ
ライアンスの徹底に努める。

①定員の
適正化及
び組織の
見直し

②人材育
成の推進
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計画内容
（Ｐｌａｎ）

取組状況
（Ｄｏ）

平成３０年度計画
取組
達成度

基本
方針

平成３０年度の取組内容

令和２年度の達成目標
見直し、改善事項

（Action）

取り組
みの方

針

取り組み
の項目

№
具体的な

取り組み項目
今後の取組方向

関係する
計画等

取組工程に対する評価
(Check）

取組主管課
関係課等

４　市民との協働により取り組む「多様な協働」の推進

●人と人、人と地域、地域と地域、また異なる分野間の多様な関係性の再構築による多様な協働の推進

1
地域コミュニティ
活動の推進

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】

・市民による地域課題の解決に向
けた自発的・主体的な取組を支援
する。

ー

・地域コミュニティ活動がより自
発的・主体的に推進されている状
態

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　70％（H27:54.3％）

・地域コミュニティ活動の推進を
担う団体への支援を行なう。
[具体的な取組例]
・地域コミュニティイベント支援

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　64.7％

・地区イベントへの補助金等を見直
し、1地区につき1つのイベントにつ
いて支援している。
・その他の地域コミュニティイベン
トには、自治会活動交付金の一部を
利用するよう交付している。

・地域活動へ参加している（世帯）
市民の割合（市民アンケート）
　66.4％

・自治会活動交付金は、僅かでは
あるが、活動の一助となり、継続
して地域イベントが開催されてい
る。

Ｂ

・今後も住民の理解をより深めな
がら、地域コミュニティイベント
が継続的に開催され、地域活動へ
の住民参加が続くように取り組
む。

2
自治会組織の適切
な運用

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】

・市民の意思を市政に反映させ、
地域主体のまちづくりを推進する
ための自治会組織の適切な運用を
図る。

ー

・自治会組織が有効に活用され、
地域主体のまちづくりが推進され
ている状態

・自治会の活動に満足している
（市民アンケート）
　50.0％（H27:35.4％）

・自治会組織を支援するほか、会
員の資質向上に資する研修などに
取り組む。
・自治会活動交付金の交付
・自治会組織の適切な運用
・自治会の活動に満足している
（市民アンケート）
　43.6％

・市自治会連合会常任理事会におい
て、3つの専門部会に分かれて、そ
れぞれのテーマを決めて調査・研究
を行った。
・各自治会長宛にアンケート調査を
実施し、専門家を講師に迎え研修会
を開催した。また、市役所職員との
意見交換会を実施した。
・平成31年3月に市へ要望書を提出
し、令和元年度の総会の場で発表し
た。
・自治会活動交付金を交付をした。

・自治会の活動に満足している（市
民アンケート）　34.8％

・自治会の抱える様々な課題の改
善に向けて取り組むことで、自治
会の実態の把握や課題等を抽出す
ることができ、自治会に内容等の
周知を図ることができた。

Ｃ

・各自治会を中心に南アルプス市
の全ての市民が主体となり、地域
の課題を自ら考え、解決策を講じ
ながら実践していく仕組みの構築
に取り組む。

②市民活
動の推進

1
多様な担い手によ
る市民活動の促進

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】

・市民活動センターの施設の維持
管理、運営その他関連業務を民間
の中間支援組織（市民活動を支援
するＮＰＯなど）を養成し担当さ
せることで、多様な市民活動の活
性化を図るとともに、様々な主体
による協働を促進する

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・多様な市民活動が推進されてい
る状態（地域活動や市民活動に参
画する市民の増加など）

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　70％（H27:54.3％）

・市民活動センターを拠点とした
市民活動に関する情報の受発信や
相談窓口機能の強化を図るため、
市民活動の実態や課題等の情報を
収集・整理するとともに、情報の
共有化と可視化に向けた取組を推
進する。

・地域活動へ参加している（世
帯）市民の割合（市民アンケー
ト）
　64.7％

・市民活動センターを周知するため
センターのポスターを作成し、市民
活動フェスタや山梨県立男女共同参
画推進センター（ぴあ総合）で周知
を行った。
 また、市民活動コーディネーター
は、県内外の研修に積極的に参加し
て支援や情報収集を行い知識の習得
に努めた。

・地域活動へ参加している（世帯）
市民の割合（市民アンケート）
66.4%

・市民活動コーディネーターが研
修に参加することにより、市民活
動の現状や課題の把握ができ、相
談の質の向上と幅広い支援につな
がった。
・市民活動センターを周知する事
により、市民活動に興味を持つ機
会となり、様々な市民や団体等の
交流の場として提供ができた。

Ｂ

・市民活動センターのホームペー
ジやフェイスブックの内容を充実
させ、活動団体紹介やイベント情
報など様々な情報を発信してい
く。
・市民活動センターのリーフレッ
トを作成し、センターの活動や事
業を周知し、市民活動へ参加する
市民の輪を広げていく。

1
まちづくりの人材
育成

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】
・全ての課等

・行動に向かうための働きかけと
して、まちづくりに関連する講座
や講習会を開催し、まちづくり活
動を担う人材の育成を図る。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・まちづくりを担う人材が育成さ
れ、市民活動が推進されている状
態

・まちづくりを担う人材育成のた
めの講習会等を開催するほか、市
民活動団体が実施するまちづくり
に関する講座や講演会等の取組を
支援する。

・まちづくりを担う人材育成や支援
としてＷＡＫＡＭＯＮＯ大学、とき
どきカフェを各3回開催した。
・協働支援テーマ型助成事業は１件
であった。
・協働フォーラムでは地域で活躍し
ている団体の取組みについて基調講
演を実施した。

・協働支援テーマ型活動助成事業
は、地域の棚田の風景や南アルプ
ス市の自然について考える機会と
なった。また、多様な団体と交流
や意見交換を重ね、まちづくりを
担う人材の育成につながった。
・協働フォーラムにより、活動団
体、地域や行政のつながりについ
て理解を深め、協働の仕方を学ぶ
など協働の意識が向上した。

Ｂ

・協働支援テーマ型活動助成事業
の周知について、説明会等を年度
の早い時期に実施し、様々な事業
の折にも周知を行っていく。
・事業の支援についても相談等を
充実させることで事業の実施に向
けた取り組みを進めていく。

2
職員の意識向上と
体制整備

【取組主管課】
・市民活動支援
課

【関係課等】
・全ての課等

・市民活動や協働に関する庁内の
情報共有化、職員の意識向上に向
けた研修の開催、取組推進のため
の体制整備を図る。

・第2次
協働のま
ちづくり
基本方針
・第2次
みんなで
まちづく
り（協
働）行動
計画

・市民活動や協働の推進に向け
て、職員の意識向上が図られてい
る状態

・期間中にすべての職員を研修対
象をする。

・職員の意識向上を図るため、市
民活動や協働に関する職員研修を
実施する。
・市民活動や協働に関する全庁的
な取組の整理・体制の検討等を行
なう。

・担当職員が協働についての理解を
深めるため、県外研修やまちづくり
に関する研修、山梨県ボランティア
協会が主催する研修会へ参加した。

・協働についての様々な取り組み
を学び、市民や行政、ＮＰＯ法人
等の関わり方や連携の重要性を認
識することができた。
・協働の知識を得たことやいろい
ろな人と交流し情報交換を行うこ
とで、職員のスキルアップにつな
がった。

Ｂ
・協働を推進するためには、職員
の意識改革が必要である。これか
らも、職員の研修を行っていく。

③取り組
み推進の
ための環
境整備

①地域自
治の推進
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